




























































































































































  一，生産計画に関する件 
  （五）係員の指揮命令については，六項目を基本原則として確認し，非能率的現場諸慣行の廃止と関
連して，その確立を図るものとする。 
  （六）番割方法の適正化を図る。 
  （七）係員の指揮命令六原則の合理的な運営により，生産上，保安上障害となっている諸慣行を是正し，












































号（1963年 10月 26日），1頁。 
18 以上は，太平洋炭砿株式会社「身分制解消と新職能給制度」『仮題 七十年史原稿』による。 
19 『太平洋釧路炭鉱における近代的な組織づくりについて』，66～71頁。引用は，67，71頁。 
20 「成長，自立の道求め 26日から山元交渉」『太平洋』第 274号（1964年 5月 28日），1頁。 
21 技術系・事務系従業員は，職員と鉱員の両方が存在した。また，太平洋では鉱員所属の係員を所員と呼んでいた。
所員制度は 1960年に設けられ，上司推薦，筆記試験，面接により選抜された。1964年の事例では 50名の推薦のう
ち 31名が合格した。以上は，「第一線のリーダーに 十二月十九日辞令交付 新所員三十二名一月一日づけで」
『太平洋』第 288号（1964年 12月 25日），1頁による。 
22 「人の管理一本化 新職能給など能力開発策」『太平洋』号外経協特報 No.3（1965年 4月 5日），3～8頁；「身分

































23 以上は，「人事管理近代化への礎石成る」『太平洋』号外（1966年 6月 5日），1頁；太平洋炭砿株式会社「身分制
解消と新職能給制度」『仮題 七十年史原稿』による。ただし，月 15日以上の出勤が月給支給の条件であった。 





28 「石炭はもっと出せる 採炭係員・ロング長座談会」『太平洋』第 316号（1966年 2月 10日），2頁。 
29 「研修成果を現場に生かそう 正しい保安知識を知るチャンス 岩見沢研修者座談会」『太平洋』第 426号（1972年
7月 31日），2頁；『太平洋釧路炭鉱における近代的な組織づくりについて』，30，204頁。1973年の保安技術員制度
導入により，有資格者は作業職社員のまま保安技術員として格付けされるようになった（「職務区分の改訂 保安技術









8時間労働で週 6日稼働し，年 308日程度操業していたが，連繰は拘束 9時間 36分労働とする一方，労









31 以上は，『太平洋炭鉱労働組合 30年史』，399～413頁による。 












体系上特徴の第 1 は，年齢給・勤続給を基礎給として日給月給制を導入することである。第 2 は，従来は
25 種類にわかれていた職種の「垣根を取り外し，又はラップさせることにより，自分の職務に関連する周辺
の職務に積極的に手を下」すことで職種を 6 種類に再編成し，職種給と呼ばれる職務給を導入することで












33 『太平洋炭鉱労働組合 30年史』，427頁。 




測員 月給化 今後の推退の鍵握る」『太平洋』第 439号（1973年 9月 5日），1頁）。 














37 「職務区分の改訂 保安技術員制度 労使で合意」，1～2頁；太平洋炭砿株式会社・太平洋炭鉱労働組合『賃金
協定書』，1974年，COAL/C/3501。 












る欠勤日数は徐々に厳格化され，1978年には欠勤 0～2日以内，さらには 1981年には欠勤 0日に改めら









3 次にわたる合理化が進展していた 1963 年，太平洋は「機械，電気関係の専門的知識を身につけた中
堅技術者の“人づくり”」を目的として，技術系職員・所員（鉱員所属の係員）で工業高校相当以上の学力
をもつ者のなかから適格者を選抜して大学の聴講生として派遣する研修生制度を創設した 43。初年度は
39 「測量員 ガス検定員 ガス観測員 月給化 今後の推退の鍵握る」『太平洋』第 439号（1973年 9月 5日），1頁。 
40 「他産業の労務管理と月給化 出勤管理は現場が中心・厳しい完全月給化」『太平洋』第 455号（1975年 3月 11
日），2頁。 
41 「基礎給の支給条件を改訂 職種別に基準日数を設定 目標達成が月給化への前進」『太平洋』第 460号（1975
年 9月 20日），2頁。欠勤が規定日数を上回った場合は，日給×出勤日数となる。 
42 「賃金支払方法を変更 自己欠勤の絶無を図る 責任ある社員作りを目指す」『太平洋』第 487号（1978年 11月 24
日），1頁。年次有給休暇，諸休暇，出勤扱，私病の待機 3日間は出勤日とされた。 













得させる太平洋高等鉱業学校を開校した 46。第 1 期生は 1967 年 3 月に卒業し，22 名が太平洋に入社し
た 47。在学生は養成切羽のような生産に直接関係のない場所ではなく，実際の生産現場に配属されて社
員に指導を受けながら実習を行った 48。鉱業学校は 9 期にわたって生徒を募集し，1975 年の閉校までに
述べ 207 名が太平洋に入社した 49。期間は限定的であったとはいえ，太平洋は鉱業学校設立によって基
礎的な技術を習得した若年者を確実に確保することができたのである。 





長を対象とした 10 日間の研修会を東京で開催した。講師は管理職や産業能率短大の教員が務めた 51。






44 「技術革新に備えて 研修生・国内留学生 10月から派遣」『太平洋』第 258号（1963年 9月 28日），1頁； 
45 新しい研修員制度については，「初の鉱員研修生に 成田，浦田，石井の三君」『太平洋』第 294号（1965年 3月
31日），1頁；「研修生に体験を聞く」『太平洋』第 302号（1965年 7月 31日），2頁による。引用は前者。 
46 「入学式 29名 開校は 4月 20日 鉱業学校」『太平洋』第 271号（1964年 4月 16日），1頁 
47 「巣立つ 22名の担い手 鉱業校第一回卒業式」『太平洋』第 334号（1967年 3月 3日），1頁。 
48 「中堅社員をめざす 鉱校生 坑内実習座談会」『太平洋』第 344号（1967年 12月 25日），3頁。 
49 「13人が元気に入社 第 7期高等鉱業学校卒業生」『太平洋』第 434号（1973年 4月 1日），3頁；「“どうぞよろし
く” 15人の鉱業学校卒業生が入社 社会人としてのスタートを」『太平洋』第 445号（1974年 4月 1日），2頁；「卒業
おめでとう 三月四日鉱業学校卒業式 十日に入社式終え第一線に」『太平洋』，第 456号（1975年 4月 5日），3頁。 
50 「当社の担い手 62名が成人に 15日に社内第一回の成人式」『太平洋』第 332号（1967年 1月 24日），3頁。 
51 「現場管理者を教育 十月から区長以上を対象に」『太平洋』第 307号（1965年 10月 22日），1頁。 
52 「現場担当係員を教育 三月中旬から札幌で」『太平洋』第 316号（1966年 2月 10日），1頁；「現場監督者を養成 
二等級の研修始まる」『太平洋』第 323号（1966年 8月 5日） 




















その後，社内報でも 3回にわたって IE特集が組まれ，改善提案が周知された 57。図 2は，ロング切羽の増
産対策にかんする提案概要である。総花的ではあるが，具体的改善策が列挙されていることがわかる 58。 














54 「研修会を振り返って 現場管理者座談会」，2頁。引用も同様。 
55 「IEにみるこれからの企業 IE技術受講者座談会」『太平洋』第 312号（1966年 1月 1日），5頁。 
56 以上は，「何が生産の障害か I・E調査員 23名で追求」『太平洋』第 362号（1968年 12月 23日），1頁による。 
57 「考えたことを実行に I・E特集○終―沼尻ロング増産対策班 石炭はまだまだ出せる」『太平洋』第 367号（1969年 3
月 19日），2頁。 
58 IE調査団とは別に，1966年末には改善提案制度が設けられた（「一人一人がアイデアマン 改善提案制度誕生 







































61 なお，表 7の女子社員教育は 1977年から開始された。教育内容は①女子社員への期待，②健康管理，③石炭産
業の現状，④坑内の概要，⑤保安の概要，⑥女子社員の誇り，であり，管理職社員や病院長が講師を務めた（以上
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置されると 63，教育内容は太平洋の実情を踏まえた，より実践的なものになった。たとえば，1979 年に 1 泊
2日で行われた係員教育の目的は，①原価低減意識を高め，身の回りにある具体的な行動を通じて，原価
の低減に努める，②保安の好成績に甘んずることなく，保安の基本を身につけ災害の芽をつむ，③班活動





















62 「監督者教育始まる 精神教育に重点」『太平洋』第 485号（1978年 8月 10日），1頁；「“リーダーシップ”の涵養 
真剣味あふれる合宿訓練 係長区長研修」『太平洋』第 486号（1978年 9月 26日），1頁。 
63 「研修センターを設置 初代所長に長谷川前保安監督室長 新保安監督室長に深町選炭工場長」『太平洋』第
489号（1979年 2月 15日），1頁。 
64 「原価と保安の認識向上 優れた係員を養成 係員研修終る」『太平洋』第 491号（1979年 5月 17日），1頁。 
65 「区長技術員教育日程決る 保安・原価の認識高める」『太平洋』第 492号（1979年 6月 27日），2頁。 
66 「保安重視の実践活動 二泊三日の研修始まる 係員教育」『太平洋』第 507号（1981年 9月 1日），1頁；「係員研
修始まる 長期経営計画を討議」『太平洋』第 513号（1982年 4月 1日），1頁。 







































69 小西新蔵氏へのインタビューによる（2012年 8月 29日，調査者：中澤秀雄，嶋﨑尚子，島西智輝）。 
70 太平洋炭砿株式会社「太平洋炭砿における教育について」。 
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